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平成２２年度の一般会計の決算状況は、歳入総額３０億９,３９７万
円、歳出総額２９億４,６４２万円です。平成２１年度決算に比べる
と、歳入で７億１,４１８万円の増、歳出では６億２,５５１万円の増
となりました。

【特別会計の決算状況】
歳　出歳　入会　　計

１億３,７８４万円１億５,７８８万円国民健康保険事業
１万円１８万円老人保健

８,１３１万円９,５７３万円村立診療所
７,１３２万円７,４２８万円簡易水道事業
９,２１３万円９,５２１万円公共下水道事業
７,７３５万円７,９９５万円介護保険
１,３９５万円１,４１４万円後期高齢者医療
３,２８９万円３,５４８万円歯科診療所事業

平成２２年度決算報平成２２年度決算報告告

【歳入歳出決算の内訳】

一般会計の決算状一般会計の決算状況況

歳入　３０億９,３９７万円

歳出　２９億４,６４２万円
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住民一人あたりが負担した税金の額は、
３０万３,４７０円。一人当たりに使われた費
用は２５２万４,７８１円です。

※平成２３年３月末現在の
住民基本台帳人口１,１６７人

依存財依存財源源
５４.１７５４.１７％％自主財自主財源源

４５.８３４５.８３％％

地方交付地方交付税税
３５.２１　３５.２１％％

国道支出金
５.９８％

村村債債
１０.５９１０.５９％％

地方譲与税など　２.３９％

村村税税
１１.４５１１.４５％％

財産収入財産収入やや
諸収諸収入入
２２.７３２２.７３％％

分担金や使用料
１.６０％ 繰入繰入金金

１０.０６１０.０６％％
人件人件費費
１５.８７１５.８７％％

公債公債費費
９.６９９.６９％％

扶助扶助費費
１.９７１.９７％％

貸付、積貸付、積立立
金な金などど
１３.３３１３.３３％％

物件物件費費
８.７９８.７９％％

維持補修費　１.５６％

補助金な補助金などど
１５.１８１５.１８％％

繰出繰出金金
６.３９６.３９％％

普通建設事業費  普通建設事業費・・
災害復旧災害復旧費費
２７.２２２７.２２％％

義務的経義務的経費費
２７.５３　２７.５３％％

一般行政一般行政費費
４５.２５４５.２５％％

投資的経投資的経費費
２７.２２２７.２２％％

４億７,２４２万円人件費
２億８,８３５万円公債費
５,８７５万円扶助費

３億９,６７０万円投資・出資・貸付・積立金
２億６,１７５万円物件費
４,６３４万円維持補修費

４億５,１７２万円補助金など
１億９,０３０万円繰出金
８億１,００８万円普通建設事業費・災害復旧費

【歳入】 【歳出】

１０億８,９４３万円地方交付税
１億８,５０８万円国道支出金
３億２,７５１万円村債
７,４０６万円地方譲与税など

３億５,４１５万円村税
７億３１４万円財産収入や諸収入
４,９４０万円分担金や使用料

３億１,１２１万円繰入金
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【村の借金はどれくらい？】

２,９４０万円一般公共事業債

８,９６３万円一般単独事業債

２,６０２万円公営住宅建設事業債

３,１１２万円義務教育施設整備事業債

３,２０５万円辺地対策事業債

２,８６５万円災害復旧事業債

３億５,８８５万円過疎対策事業債

２億９,２３５万円公有林整備事業債

１７億５,９９１万円その他

【村の貯金はどれくらい？】

１億８,９６４万円減債基金

６億１,４４２万円財政調整基金

２,６５９万円国際交流基金

１億８,５３６万円地域福祉基金

８,１１７万円農業振興基金

１,８７９万円林業振興基金

３億４,３９６万円その他

【村税の内訳】

９,５２１万円村民税

２億３,７７８万円固定資産税

１,０４３万円国有資産等所在市町村交付金

１７５万円軽自動車税

８９８万円村たばこ税

【滞納の状況】

２,２２７万円村税

７６８万円使用料と手数料

１８１万円財産収入

６１３万円諸収入

平成２２年度の滞納額の合計は３,７８９万円で、
前年度と比較すると３,４０９万円減りました。
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◆健全化判断比率
　◎　実質赤字比率（早期基準＝１５％ 再生基準＝２０％）
　　実質赤字比率は、一般会計と公営事業以外の特別会計（以下「一般会計等」という。）を対象
　とした実質赤字額（歳入－歳出）を標準財政規模で除して算定されます。
　◎　連結実質赤字比率（早期基準＝２０％ 再生基準＝４０％）
　　連結実質赤字比率は、一般会計等の実質赤字に公営事業会計の実質赤字額及び資金不足額を
　加えた連結赤字額を標準財政規模で除して算定されます。
　◎　実質公債費比率（早期基準＝２５％　再生基準＝３５％）
　　実質公債費比率とは、公債費（元利償還金）等が標準財政規模に比して、どの程度の負担で
　あるかを表す指標です。比率が基準を超えると地方債の発行が制限されます。
　◎　将来負担比率（早期＝３５０％）
　　将来負担比率とは、自治体の将来的な財政負担をストック（残高）ベースで表す指標です。
◆資金不足比率
　公営企業の資金不足（赤字額）を、事業規模である料金収入の規模と比較し、
経営状況の深刻度を表す指標です。

■健全化判断比率と資金不足比率とは■

■平成２２年度決算に基づく健全化判断比率
　　　　　　　　　　　　　　および資金不足比率

  財 政 再 生
  基準(参考)

  早期健全化
  基準(参考)  

  平成２２年度
  指標

２０.０　１５.０　赤字なし　実質赤字比率①
４０.０　２０.０　赤字なし　連結実質赤字比率②
３５.０　２５.０　９.３　実質公債費比率③

３５０.０　３８.８　将来負担比率④
  経営健全化基準(参考)  平成２２年度指標資金不足比率⑤

２０.０　　
資金不足なし　   簡水会計
資金不足なし　   下水道会計

自治体の財政悪化を未然に防ぐ
とともに、悪化した団体に対して
早期に健全化を促すため財政健
全化法が平成２０年４月から施行
されました。
平成２０年度決算により算定した
占冠村の健全化判断比
率と資金不足比率の概
要をお知らせします。
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